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平成３１年第１回定例会

三 沢 市 議 会 会 議 録
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例の制定について
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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） おはようございま

す。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

２番田嶋孝安議員の登壇を願います。

○２番（田嶋孝安君） ２番拓心会田嶋孝安

でございます。

通告に基づきまして一般質問をさせていた

だきます。

現在、三沢市は、来年に迫った２０２０年

東京オリンピック・パラリンピックの開催に

向け、ホストタウンと共生社会ホストタウン

に登録され、心のバリアフリーやあすチャ

レ！アカデミー、ウィルチェアーラグビーカ

ナダチームとの交流事業が進められていま

す。中でも本年の市長の年頭挨拶でもあるよ

うに、カナダチームの皆さんから、まち一丸

となってのおもてなしやサポート、子供から

お年寄りまでの幅広い市民の方々との交流活

動に対しての感謝の言葉をいただくととも

に、今回の取り組みがまさに共生社会であ

り、三沢モデルと称賛をしていただきました

とのコメントをされております。

このことにつきまして、ホストタウンと共

生社会ホストタウンに登録され、すばらしい

事業が展開されていることに敬意を表すると

ともに、今後の三沢市の事業に対して期待す

るところであります。

そこで市民の皆様において、２０２０年も

来年に迫り、さらに深く興味を持ち関わって

いただくために、今後、どのような事業がさ

れていくのか期待が膨らむところですが、事

業種々の中で大会中の応援という内容も含ま

れており、三沢市としてどのように考えてい

るかが期待されるところです。

さらに大会が終わり、この事業からさらな

る発展がされなくてはいけないと思うのにあ

わせ、事業種々の中にも大会後の発展的な取

り組みについても記載があり、三沢市として

どのように発展させていくか期待がされま

す。また、この成果をさらに共生社会実現に

向け、今後、どのように活用していくかが重

要であると考えます。

今シーズン、雪ででこぼこになった歩道

を、高齢者の御婦人が手押し買い物カートを

押して歩いている姿を見てのことですが、私

自身、自動車に乗り通り過ぎ見ているだけ

で、その御婦人がお買い物に行くために歩い

ておられるのか、または運動のためなのかわ

かりませんでしたが、歩いているお姿を見て

何かできないかと感じた次第です。

今期の冬を見て改めて感じるのは、三沢市

も雪国であることを実感するとともに、雪国

においての共生社会とは、どのようにしてい

かなくてはいけないかを考えさせられたとこ

ろです。三沢市は健康都市宣言をはじめとし

て健康ポイント、スポーツ振興、国民健康保

険など各部署において、市民の健康に関する

事業や政策が行われており、あわせて市民が

自立した健康を保つことにより、市の財政運

営にも大きくかかわり合いが出てくることか

ら、市民の健康がとても重要であることを感

じさせていただいております。

しかし、雪国において生活、運動にかかわ

りがある車道、歩道について、全てをきれい

に除雪をするのが望ましいことではあるとは

思いますが、限りある予算であることも考え

ると、きれいに除雪までいかないにしても、

自立した生活、健康維持増進を図り、誰もが

暮らしやすいまちづくりに向け、北国三沢版

共生社会を考えていかなくてはいけないと思

います。特に障害のある方やお年寄りにとっ

て市内における災害避難等も考慮すると、共

生社会実現に向けた除雪・防雪対策は重要で

あると思います。

このようなことを踏まえ、今後、市の方針
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として次の点について伺います。

まず一つ目に、ウィルチェアーラグビーカ

ナダチームの大会中の応援についてを伺いま

す。二つ目に、大会後の発展的な取り組みに

ついて伺います。三つ目に、共生社会実現に

向けた三沢市の除雪・防雪対策についてを伺

います。

以上、壇上からの質問とさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの２番田嶋

孝安議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの田嶋議員御質問のホストタウン

共生社会実現についての第１点目、ウィル

チェアーラグビーカナダチームの大会中の応

援については私から。そのほかにつきまして

は、副市長からお答えをさせますので、御了

承願いたいと思います。

当市は、昨年１０月、第１回目となる事前

キャンプの受け入れを行ったところでありま

すが、キャンプの期間中には、小学生との交

流事業やエキシビジョンマッチの開催、さら

には市民ボランティアの協力など、さまざま

な場面で多くの市民の方々に加わっていただ

いたことで、カナダチームからは、先ほども

お話がありましたが、非常に高い評価をいた

だいたところであります。

こうした中、２０２０年には大会本番を迎

えるわけでありますが、大会期間中の応援に

つきましては、市民が一丸となってカナダ

チームを応援できるようなパブリックビュー

イングの開催を考えております。

さらには、大会会場で応援できる方法につ

いては、関係機関と協議しながら検討してま

いりたいと考えています。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 御質問の第２点

目、大会後の発展的な取り組みについてお答

えいたします。

当市では、東京２０２０大会のレガシーと

して、誰もが暮らしやすい共生社会の実現を

目指しております。事前キャンプの受け入れ

はもとより、パラスポーツを通じた心のバリ

アフリーに関する、さまざまな取り組みを積

極的に実践してきております。大会終了後に

おきましても次世代を担う子供たちに対し、

ユニバーサルマナー教室など、心のバリアフ

リーに関する取り組みを継続していくこと

で、このレガシーをしっかりと根づかせるよ

う努めてまいりたいと考えております。

次に、御質問の第３点目、共生社会の実現

に向けた三沢市の除雪・防雪対策についてお

答えいたします。

当市では、現在、高齢者の皆さんや障害の

ある方々の生活課題等に対する支援策とし

て、介護保険制度を利用する６５歳以上の高

齢者のみの世帯への除雪支援サービス、町内

会が身近で困っている高齢者宅を除雪する、

地域で支えるサービスなどを実施しておりま

す。しかしながら、高齢者の皆さんや障害の

ある方々等、市民の誰もが安心、安全に暮ら

していくためには、まだまだ検討すべき課題

がございます。

この対策としては、ハード面を整備するこ

とも効果的ではありますが、ユニバーサルマ

ナー講師の教室の講師が話された、ハード、

建物はすぐに変えられないが、ハート、心は

すぐに変えられるという言葉にもあるよう

に、身近で困っている方への少しの心遣いと

手助けが課題解決への一番の近道になると考

えております。

今後におきましては、ハード面や制度上の

支援も視野に入れながら、心のバリアフリー

に対するさらなる意識の高揚を図り、地域の

生活課題等に対し、地域で支え合う共生社会

の実現に向け取り組んでまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 田嶋議員。

○２番（田嶋孝安君） 御答弁ありがとうご
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ざいました。

１番についての再質問をさせていただきた

いと思います。

今、お話にありました、パブリックビュー

イングをされることを検討されているという

ことと、あと大会会場での応援ということも

検討されるというお話がされたように聞き

取ったのですが、その中で本当にぜひ大会会

場で世界のトップアスリートの方々が、まず

は、その大会を競い合っていくという姿を見

せるという状況というのは、非常に今後にお

いても大切なものだというふうに感じており

ますので、ぜひともそのようなことができる

といいなというように思っております。

そのことを踏まえまして、まずパラリン

ピックとしてカナダチームがいらっしゃる状

況ではありますが、まず日本で、やはりこの

オリンピックというものが開催されるという

ことに対しまして、まずは子供たちもいろい

ろなスポーツで活躍している子供たちに、そ

のオリンピックの場をぜひとも見せていただ

きたいなという思いがあります。やはり子供

たちが、この先々回の大会が、この身近で日

本で行われるということを考えると、その子

供たちに、その場の雰囲気を見ていただきな

がら、まずはその子供たちの、また次にいき

るものだというように感じるところでもあり

ますので、ぜひともオリンピックに対して

も、何かしら御検討いただければありがたい

なというように感じるところではあります

が、三沢市としてオリンピックについても、

どのような考えを持たれているかをお聞かせ

いただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） ホストタウンと

共生社会実現についての再質問についてお答

えいたします。

先ほど、オリンピックについてもというこ

とでありました。オリンピックが日本で開催

されるせっかくの機会でありますので、市民

や、特に子供たちにさまざまな競技を間近で

観戦していただきたいという思いがありま

す。しかしながら、チケットの入手とか、宿

泊施設の確保、ツアー実施の可能性などさま

ざまな課題がありますので、今後、関係各所

と協議を重ねながら検討してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 田嶋議員。

○２番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

本当に、まだ１年といいますか、あります

ので、ぜひともその方向に向けて子供たち

に、すばらしいオリンピックの場を見ていた

だければというふうに思いますし、また、パ

ラリンピックにおいても同じように感じてお

りますので、ぜひこれから御検討いただきな

がら進めていただければというように思って

おります。

まずは１番に関しましては、再質問を終了

させていただきたいと思います。

２番につきましては、ちょっと３番と関係

する面もありますので割愛させていただきま

して、３番の共生社会実現に向けた三沢市の

除雪・防雪対策についてを再質問させていた

だきたいと思います。

まずは、いろいろと、今、この共生社会、

そして、委員などを通していろいろな事業が

展開されておって、その物ものを進めながら

心のバリアフリーということで、まずは障害

者やお年寄りの方々に対しての対応といいま

すか、そのようなことをいろいろと学んでい

るところだとは思いますが、ただ、本当に

ハードの面というのは、お金もかかり大変な

ところだというように感じるところではあり

ますが、三沢には三沢のやはり資源があっ

て、その資源をうまく活用してというような

ことで考えられないものなのかなというよう

に感じております。

例えばでありますが、三沢には各所に温泉

があり、その温泉の熱源を通してというよう

なことで、その雪をとかすなりということが

考えられないものなのかなとか、あとは、や



― 17 ―

はりユニバーサルデザインというお話も出て

いる中では、三沢としてのユニバーサルデザ

インをうまく使った形でのまちの取り組みと

いうものができないのかなとか、そのような

ことを感じるところでありますが、今、除雪

に対しても融雪剤がまかれている中では、予

算も結構かかっているというような状況も考

えると、何かしらいい方法というものがない

かなというように考えるところであります。

その中で三沢として、その共生社会実現に

向けた取り組みとして、今後、何かしら、民

間でいきますと、産学官の取り組みというよ

うなことで研究開発をされていくところもあ

りますが、三沢としても似たような形で、何

かしら研究をしていくということが必要なの

ではないかなというように感じますが、その

件につきましてお聞かせいただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 田嶋議員の再質

問にお答えいたします。

北国三沢版共生社会の実現に向けた取り組

みということでございますが、過去に設置し

ておりました、新エネルギー導入促進特別委

員会におきまして、温泉排湯熱を利用した

ロードヒーティングシステムを、中長期の一

定期間をかけて取り組む施策として検討する

こととしておりました。

今後もこのシステムにつきまして、関係各

所と協議しながら調査研究の必要性、さらに

は事業の実施の可能性などについて検討を重

ねていきたいと考えております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、田嶋孝安議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

佐々木卓也議員の登壇を願います。

佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） おはようございま

す。市民クラブの佐々木卓也でございます。

通告に従いまして一般質問をさせていただ

きます。

まずは、第１点目の町内会の将来像につい

てお伺いします。

２０１５年１１月、ＮＨＫで、町内会が消

える、どうする地域のつながりという番組が

放送されました。

その主な内容は、引き受け手なし、奮闘続

く町内会長という項目では、町内会への加入

率が下がり続けている、北九州市の町内会長

にスポットを当て、ごみの散乱防止のため町

内会でネットを購入し、ごみの出し方を指導

しているが、町内会に加入しない住民がふ

え、ルールが守られないケースが目立ってき

ているとし、地域の高齢期が進み、会長のな

り手がいないという状況の中で、防犯や防

災、清掃など幅広い業務を受け持つように

なった町内会の会長さんの奮闘する姿が映し

出されていました。

負担多過ぎ、全国で町内会トラブルという

項目では、膨らみ続ける町内会の業務に、一

部の住民から悲鳴が上がり、町内会から一度

に８世帯が脱退するという事態が起きた宇都

宮市の話として、市は、自治会はみんなで協

力して活動を運営していくというのが理想と

話し、組織が先細る中、町内会は何をどこま

で担うのか、今、大きな岐路に立たされてい

るという内容でした。

また、業務を徹底的に見直し、町内会スリ

ム化への試みという項目では、福岡市の団地

の取り組みを例に挙げ、町内会が担っていた

業務の洗い出しを行った結果、行政等の会議

や委員会への出席など３０近い仕事があり、

みんなで話し合い、そのほとんどの業務をや

めることにしたという内容で、町内会の原点

というのはボランティアだから、住民が必要

だと思ったこと、できるという範囲のことを

やるというふうにしないと町内会は続かない

と思うと住民が話していました。

一方で、町内会を法人化、地域のつながり

を模索という項目では、従来の町内会の枠に

とどまらない新たな仕組みづくりが動き出し

ている、人口増加率が全国トップクラスの川

崎市武蔵小杉地区の取り組みを紹介し、タ
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ワーマンションの建設ラッシュが続く中、古

くから住む人たちは新たな住民との連携に危

機感を抱いており、そこで考え出されたの

が、従来の町内会もマンションの住民も加わ

る新たな組織、ＮＰＯ法人の設立で、地元町

内会や商店街、そして、新築マンションの管

理組合からそれぞれ役員を出し、法人の運営

メンバーに入ってもらい、任意団体の町内会

ではなく、法人となったことで信用力がアッ

プし、地元企業などからの補助金が得やすく

なり、武蔵小杉の駅前エリアで、実に２０年

ぶりに盆踊りが復活し、さらにはＮＰＯ法人

が煩雑な事務作業を行う専門のスタッフを雇

用し、忙しい現役世代が地域のイベントの企

画や運営に専念できるようになったという内

容でした。

変化する町内会、時代に合った役割とは、

その項目では、特に大災害が起きたときなど

いざというときに、そういう受け皿があると

いうことは非常に重要であり、町内会を維持

することは意味があると結論づけていました

が、この番組では、町内会をめぐるさまざま

な問題が浮き彫りにされていました。

また、本年１月１２日に福井新聞オンライ

ンで配信された、ほとんど７０歳以上、役職

もう無理、居住しながら自治会解散という記

事には、昨年末に福井市内にある二つの自治

会が解散したと報じられ、県市町村振興課は

住民が居住しながら自治会がなくなるのは、

県内ではじめてであり、超高齢社会の影響や

地域コミュニティーの希薄化に伴う自治会解

散の連鎖も懸念されるとし、市自治会連合会

の会長さんからは、高齢者への目配りができ

なくなるのではと心配の声が聞かれ、市まち

未来創造室によると、高齢化による役員の担

い手不足に陥る自治会がふえているため、市

は自治会への合併を後押しし、２０１３年度

から１７年度に２２自治会が９自治会に再編

されたという内容でありました。

私が所属する市民クラブは、一昨年、出雲

市の自治会等応援条例について行政視察して

まいりました。出雲市では、少子高齢化や価

値観、生活形態の多様化により、自治会等へ

の加入や自治会等の活動への参加が減少傾向

にあり、自治会等への加入率は平成１７年度

の７６.４％が、平成２７年度では６８.３％

と減少傾向をたどる中、平成２７年３月、住

民相互の連帯感の一層の醸成と安心で安全な

地域コミュニティーの実現を目的に、議員提

案による出雲市自治会等応援条例が制定され

ました。その基本理念を紹介すれば、豊かで

良好な地域コミュニティーの大切さを認識

し、自治会等が担う役割の重要性を理解する

こと。地域住民相互の協力と支え合いの精神

を基調とし、住民の自主性及び自発性を尊重

すること。自治会等の自立性や個性を損なわ

ないように配慮すること。地域住民、自治会

等、事業者、住宅関連事業者、市及び議会が

それぞれの役割を認識し、相互の理解と連携

のもとに協働して取り組むこととし、条例に

基づく具体的な施策としては、広報活動とし

て地域づくりシンポジウムの開催、自治会等

の設立及び加入促進の取り組みとして地域コ

ミュニティーづくり支援補助金、町内会活動

に関する意識調査、町内会加入の勧めの作成

などに取り組んでいました。

出雲市では、キーワードとして防災を掲

げ、発災時の生存確認などを行う自治会の役

割を前面に出して加入促進に取り組んでいる

とのことでありました。

三沢市は平成２８年３月に策定した、三沢

市まち・ひと・しごと創生総合戦略で、基本

目標４、自慢したくなるまちの市民が輝くま

ちづくりの中で、各町内会及び市連合町内会

等と連携し、コミュニティー活動の基礎とな

る町内会への加入促進を積極的に推進するこ

とにより、地域活動活性化の重要業績評価指

標である町内会加入率について、平成２６年

の基準値５９.１％に対し、平成３１年の目

標値が７０％となっています。ちなみに、平

成１３年度の加入率が７３.３％で、平成３

０年５月現在では５７.６％となっていま

す。

私は、度重なる自然災害の経験などから、
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人と人とのつながりやきずな、地域コミュニ

ティーの重要性が再認識されている中、町内

会の役割はますます重要になると考えている

ところであります。

そこで、市が思い描く町内会の将来像につ

いて及び町内会への加入促進の取り組みにつ

いてお伺いします。

続きまして、第２点目、子供の貧困対策に

かかる取り組みについてお伺いします。

学校で学んだことが子供たちの生きる力と

なってあしたに、そして、その先の人生につ

ながってほしい。これからの社会がどんなに

変化して予測困難な時代になっても、みずか

ら課題を見つけ、みずから学び、みずから考

え判断して行動し、それぞれに思い描く幸せ

を実現してほしい。そして、明るい未来をと

もにつくっていきたい。２０２０年度から始

まる新しい学習指導要領にはそうした願いが

込められています。これまで大切にされてき

た子供たちに生きる力を育むという目標はこ

れからも変わることはありません。一方で、

社会の変化を見据え新たな学びへと進化を目

指します。新しい学習指導要領の内容を多く

の方々と共有しながら、子供たちの学びを社

会全体で応援していきたいと考えています。

これは学習指導要領の改訂に込められた思い

として、文部科学省のホームページに掲載さ

れている内容であります。

そして、この生きる力と子供の貧困とは密

接な関係があります。ここで２０１８年１月

７日に読売オンラインで配信された、１０歳

の壁から貧困家庭の子供を救えという記事の

中で、日本財団のチームがある分析調査を

行った、その結果に目がとまりました。

以下、記事の内容を紹介いたしますと、厚

生労働省が２０１７年６月に発表した、２０

１５年の平均的な所得の半分に満たない所得

の家庭で暮らす１８歳未満の割合を示す子供

の貧困率が１３.９％で、７人に１人の子供

が経済的に困難な状況にあり、前回、２０１

２年の調査の１６.３％からは改善したが、

経済協力開発機構加盟国の平均を上回り、一

人親世帯に限れば５０.８％に達していまし

た。

日本財団のチームは大阪府箕面市の調査を

行いました。箕面市は人口約１３万人のベッ

ドタウンで子供の成長見守りシステムという

仕組みを持っており、子供たちの学力や生活

状況、家庭の経済状況などのデータやアン

ケート結果を関連づけ可能な形で保有し、そ

の規模は過去３年、計２万５,０００人分に

もなるというものでありました。

その貴重なデータを利用し、詳しく分析し

た結果、貧困世帯の子供が低学力に陥ってし

まう構造が浮かび上がり、貧困世帯とそうで

ない世帯の子供の学力は１０歳、小学４年生

頃に大きく差が開いていました。小学４年は

学習内容に応用力を問う課題がふえ、子供た

ちがつまずきやすくなり、箕面市のデータで

は、壁はとりわけ貧困世帯の子供たちの前に

立ちはだかっていました。

貧困世帯の子供たちの学習を阻む壁とは、

そのヒントは子供たちの生活習慣にありまし

た。箕面市の調査では、スポーツや趣味など

で頑張っていることがあるか、毎日、朝食を

食べているかといった問いに対し、はいと答

えた子供の比率は生活保護受給世帯とそうで

ない世帯の間に、小学１年から２年生の時点

で、約２０ポイントもの開きがありました。

また、つらいこと、困ったことを先生に相談

できるか。１日の勉強時間の目安を決めてい

るかといった質問に、はいと答えた子供の比

率は小学３年から４年生を境に開き始め、学

年が上がるにつれて大きくなっていました。

これらのデータから、小学校低学年のうち

に家庭で養われるはずの生活習慣が身につか

ず、夢中になれるものも見つからない。やが

て高学年になると勉強の内容が理解できなく

なり、悩みを先生に打ち明けることもできな

いまま取り残されてしまう貧困世帯の子供た

ちの姿が浮かんできました。

正しい生活習慣や自制心などは非認知能力

と呼ばれ、この力を幼少期に養うか否かで、

その後の発達に決定的といえるほどの影響を
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もたらすことが海外の研究などで指摘されて

います。この非認知能力は親から子への社会

的相続によって養われるもので、社会的相続

とは学力以外で、子供の将来の自立に資する

能力を引き継いでいく過程のことでありま

す。

貧困世帯においては、親が仕事に追われて

子供と十分に接する時間をとれないなどの理

由で、この社会的相続が十分に行われない

ケースが目立ち、このことが子供が成長した

後も貧困から抜け出せない負の連鎖を生んで

いる可能性が高く、今回の分析においても貧

困世帯であっても、学力が高い子供は生活習

慣などをしっかりと身につけていたり、思い

を伝える力などが高水準であったりすること

がわかりました。とはいえ、貧困に苦しむ親

や家庭に、社会的相続の全てをゆだねるには

無理があり、いかにして社会がかかわり、子

供たちの非認知能力を養うか、新たな対策が

求められています。

日本財団と三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル

ティングの共同調査による試算では、子供の

貧困による進学率等の格差を放置してしまう

と改善した場合に比べ、貧困世帯の１５歳以

下の子供たちが得る生涯所得は４０兆円以上

減少することになり、これは国内市場の縮小

を意味し、経済停滞を加速させる可能性があ

ると見られています。子供の貧困は国の将来

を左右しかねない問題であり、私たち自身の

重大な問題でもあることを忘れてはならない

という内容でありました。

国は平成２５年６月、子どもの貧困対策の

推進に関する法律を制定しました。この法律

は子供の将来が、その生まれ育った環境に

よって左右されることのないよう、全ての子

供たちが夢と希望を持って成長していける社

会の実現を目指し、貧困の状況にある子供が

健やかに育成される環境を整備するととも

に、教育の機会均等を図るため、子供の貧困

対策を総合的に推進することを目的とするも

ので、その推進のために大綱を定めていま

す。

大綱では、教育の支援において学校を子供

の貧困対策のプラットホームと位置づけ、学

校教育による学力保障、学校を窓口とした福

祉関連機関との連携、地域による学習支援な

ど、総合的に対策を推進するとしています。

また、平成２８年６月には、子どもの未来を

応援する首長連合が設立されており、現在１

７９の自治体が加盟し、全ての子供たちがみ

ずからの可能性を信じて前向きに挑戦し、未

来を切り開いていける社会をつくるため取り

組みを進めています。

私は平成２９年第１回定例会において生活

困窮者自立支援制度の取り組み状況について

一般質問をさせていただきました。今回は教

育的側面から子供の貧困対策に係る市の取り

組みについてお伺いいたします。

以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほどよろしくお願いいたし

ます。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの佐々木卓

也議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの佐々木議

員御質問の町内会の将来像について、市が思

い描く町内会の将来像については私から。そ

のほかにつきましては、教育長並びに政策部

長からお答えをさせて補充を願いたいと存じ

ます。

町内会は同じ地域に住む人々が親睦を図り

ながら環境美化や、あるいは防犯などのさま

ざまな活動を行い、みずからの地域を住みよ

いまちにしていく任意団体であり、市ととも

にまちづくりを担う重要な存在であると考え

ております。また、高齢化や人口減少が進む

中にあって、近年、全国各地で自然災害が相

次ぐなど、町内会の重要性は今後もますます

高まっていくものと考えております。

市といたしましては、町内会の将来像とし

て、できるだけ多くの住民が参加し、子供か

ら高齢者までが住みながら、楽しみながら地

域活動を行う場として、そしてまた必要なと



― 21 ―

きはいつでも支え合い協力し合える町内会活

動をしてあり続けてほしいと考えており、引

き続き、支援をしてまいりたいと考えており

ます。

私からは以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 町内会の将来像

についての第２点目、町内会への加入促進の

取り組みについてお答えいたします。

町内会の加入率につきましては、平成２９

年度は５７.５％、平成３０年度は５７.６％

とわずかながら上向いており、町内会の皆様

の御努力により、下げどまり傾向が見られま

す。この間、市が実施してきた加入促進の取

り組みといたしましては、まず平成２６年度

より全国各地で町内会活動に取り組んでおら

れる方などを講師に迎え、町内会活動の活性

化をテーマとしたセミナーを開催し、参考と

なる事例を学んでおります。

次に、三沢市連合町内会、青森県宅地建物

取引業協会三沢支部及び市の３者による加入

促進懇談会を開催し、貸し家やアパート入居

者の加入促進に向け、協働して取り組みまし

た。また、市役所において転入手続に来られ

る方に対し、市民課窓口にて加入促進チラシ

を配布しているほか、４月の転入者の多い時

期に、市役所ロビーに町内会加入相談臨時窓

口を設置し、転入者に町内会への加入を促し

ております。

そのほか、集会施設の整備や行政協力費の

支給、連合町内会への補助金等により、町内

会活動を支えていることも、広い意味での加

入促進につながっているものと思われます。

今後も町内会と連携し、加入率の向上に努め

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 子供の貧困対策に

係る取り組みについてお答えをいたします。

平成２６年１月、国は子どもの貧困対策の

推進に関する法律を施行するとともに、同年

８月、国の基本法人として子供の貧困対策に

関する大綱を策定いたしました。

国の掲げる重点施策、学校をプラットホー

ムとした総合的な支援の中にある視点、先ほ

ど議員もお話しになったとおり、学校教育に

よる学力保障、学校を窓口とした福祉関係機

関等との連携、地域による学習支援を受けて

当教育委員会でも取り組みを進めているとこ

ろであります。

具体的には、まず学校教育による学力保障

の取り組みについては、学力面で困り感を持

つ子供の中に、貧困の状況にある子供が含ま

れているとの認識で、市内各小中学校におい

て子供一人一人の状況に応じた個別指導等の

対応を行っております。

子供の困り感を第一に気づく学級担任を中

心に、養護教諭など学校職員が日常の声がけ

や子供の変化への気づきを大切にし、対応し

ております。

次に、学校を窓口とした福祉関係機関等と

の連携については、市内小中学校にスクール

ソーシャルワーカー、心の教室相談員兼派遣

のスクールカウンセラーを配置するととも

に、市教育相談センターに相談員適応指導員

を配置しているところであります。

これにより、貧困等に起因すると思われる

不適応や学力不振等の困り感の早期解消、軽

減に努めているところであります。また、現

在、三沢市要保護児童対策協議会における実

務者会議、個別ケース検討会議において家庭

福祉課、健康推進課、児童相談所等と情報交

換をし、連携して取り組んでおります。

続いて、地域による学習支援については、

地域による見守りが、ひいては貧困対策の大

きな力になることと認識しているところであ

ります。

昨年度スタートした地域学校協働本部事業

において、市内全小中学校に１名ずつ地域

コーディネーターを配置し、学校を核とした

地域の教育力向上を目指し、地域の目と手を

学校に向けさせ、教育活動を充実させながら

見守りの力となるよう進めているところであ

ります。
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さらに学校や行政機関等の目がやや届きに

くくなる長期休業中には、宿題お助け塾など

の学習支援を行いながら、切れ目のない見守

り態勢構築を目指しております。

今後におきましては、義務教育において家

庭の経済格差が、学力格差はもとより貧困、

虐待、いじめ、不登校、学力不振と複合的連

鎖とならないよう、これまで以上に、教育、

福祉と関係機関との連携を幅広く密にして、

市内の全ての子供たちが夢と希望を持って成

長していける、学校教育の推進に力強く取り

組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） 御答弁ありがとう

ございました。

まず、町内会の将来像についてということ

で市が思い描く町内会の将来像、みずからの

地域を住みよいまちづくり、それを担ってい

く団体である。また、できるだけ多くの住民

が参加し、楽しみながら地域活動を行うよう

な団体ということで、今後も市として支援を

行っていきたいというふうなお話でした。１

点目についてはそういうことで理解をいたし

ました。

そして、２点目のほうなのですけれども、

加入促進の取り組みについてもさまざまなさ

れていると。加入率については０.１％、下

げどまって、ちょっとふえたというふうなお

話もございました。

それでまず、いろいろなことをやっている

のですけれども、下げどまったとは言いなが

ら、低いところでおさまっているような状態

なので、一応、ここまで加入促進の取り組み

をやってもなかなかふえないという理由はど

こにあるのかなというふうなところを、どう

捉えているか。また、もしこういう理由かな

と思われた場合には、それに対してどのよう

に取り組めばいいのか、考えているのかお伺

いしたいと思います。

この２点について再質問いたします。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 町内会の将来像

についての再質問にお答えいたします。

加入しない原因といのはどういうふうなこ

とを分析しているのかということですが、町

内会の加入しない主な理由としましては、町

内会費や募金、寄附金などの金銭的な負担を

避けたいという理由もあります。また、会計

や班長など役職でありますが、仕事や集金、

草刈り、清掃などの負担を避けたいため親睦

行事に参加したくない。あるいは夜勤や共働

きにより参加できないため、転勤等で短期間

しか三沢市に居住しないため、また、町内会

の人間関係を負担に感じるためなど、いろい

ろ原因として考えられております。

その解決するためにはどうすればいいのか

ということで市としましては、地域のことを

自分のことと考えるというような意識の啓発

や地域に関心を持った新たな担い手の育成に

取り組むことなど、また、市などから町内会

に、佐々木議員も質問の趣旨の中でお話しし

ておりましたが、町内会に市役所等からお願

いしている業務などさまざまありますが、そ

の見直しによる負担軽減ができれば有効であ

ると考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。

いろいろと分析されて、解決に向けていろ

いろと取り組んでいくということです。そう

いうことで町内会の役割は、先ほど申し上げ

ましたように、今後、ますます重要になると

思われ、やっぱりみんな協力して生活してい

かなければならない時代になってきておりま

すので、そういうことでぜひしっかりと取り

組んでいただければと思います。

再々質問はございません。

それから、次の２点目の子供の貧困対策に

係る取り組みについてということで、学校を

プラットホームとした、さまざまな取り組み

がなされているということで安心いたしてい

るところであります。
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そこでちょっと確認したいのですが、２点

目、３点目は関係あるのですけれども、福祉

との連携だとか、そういうところの中で、や

はりなかなか子供の声を学校で聞けない、そ

ういう状況の中で福祉との連携という部門

で、地域のそういういろいろな状況に詳しい

民生委員、児童委員の方々から意見を学校単

位で聞くというふうな、要は保護児童対策協

議会だとか、そういうふうな大きな集まりは

あるようですけれども、個々の学校でそうい

う地域の民生委員さん方と、その意見交換と

いうか情報共有、そういうことがなされてい

るのか、その辺のところをちょっとお伺いし

たいと思います。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 佐々木議員の再質

問、学校が地域の民生委員、児童委員等との

情報交換、連携がなされているのかという御

質問についてお答えをいたします。

現在、市内には、民生委員、児童委員７９

名、主任児童員７名が配置されており、全小

中学校を分担して年１回計画的、あるいは学

校から要請があった場合に、そのときは応じ

て情報交換を行っていると伺っております。

その内容といたしましては、子供の生活の

様子、あるいは家庭の状況、その他、子供を

取り巻く環境等が中心となって情報交換を

行っております。

今後は、担当課等と協議をした上でいろい

ろな課題を整理しながらも、学校や関係機関

の目がやや届きにくくなる長期休業の前に、

情報交換の機会をふやしたり、学校とそれぞ

れの委員との役割を確認して、きめ細やかな

具体的な取り組みが実現できるよう体制整備

を図ってまいりたいと考えているところであ

ります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。

今後ともきめ細やかな対応をなされていく

ということであります。やはり困っている子

供たちの声を聞くということが、とにかく大

事かなというふうに思っております。

そういうことで、例えば、民生委員、児童

委員との集まりも１回ということですが、そ

の辺のところも数をふやしたり、先ほど、長

期休暇のときというふうなこともございまし

たので、前向きに取り組んで進めていただけ

ればと思います。

要望で終わります。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、佐々木卓也

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

春日洋子議員の登壇を願います。

春日議員。

○１２番（春日洋子君） １２番、公明党の

春日洋子でございます。

通告の順に従い質問してまいります。

はじめに行政問題の１点目、心のバリアフ

リーの推進についてお伺いします。

２０２０東京オリンピック・パラリンピッ

クをきっかけに社会がどうかわっていくの

か。障害のある人もない人もともに生きる社

会の実現を目指すパラリンピック。２０２０

年の東京大会に向け、求められているのがバ

リアフリーです。ハード面のバリアフリーは

比較的進みつつある一方、取り組みが急がれ

るものは差別や偏見をなくし、障害者の気持

ちに寄り添ってサポートする心のバリアフ

リーです。例えば、車椅子の利用者が困って

いるとき、どう接していいか分からず、声を

かけられない、逆に助けなければと思い込

み、求められていない手伝いまでしてしま

う、こうした意識の壁を取り除くのが心のバ

リアフリーであると言われています。私たち

が暮らす社会には多様な人々がおり、外見や

性格、価値観、能力も人それぞれ違います。

また、年齢や性別、国籍、仕事、受けてきた

教育、育った環境などもさまざまです。

日本においては身体障害、精神障害、知的

障害がある人は、総人口の約７％であり、障

害のない人が多数を占めているため、これま

では障害のない人にあわせた社会がつくられ
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ており、障害のある人にとっては生活しにく

い環境があり、困りごとを生むバリアとなっ

てきました。障害があると一口に言っても、

心身機能の障害は、その種類や程度によって

さまざまであり、社会の中で困っているこ

と、不便なことがそれぞれ違います。また、

障害があることが外見からはわからない人も

います。それぞれの障害の特性や障害のある

人のことを理解して、その人の目線になって

周りを見てみると、何がバリアになっている

のかがわかり、心のバリアフリーは困ってい

る人に気づくこと、声をかけることから始ま

り、バリアを感じている人の身になって考え

行動を起こすことが大切です。

そこで昨今、各地で障害者への差別や偏見

をなくす心のバリアフリーが進められている

ことから、本市でのこれまでの取り組み状況

をお伺いします。

次に、２点目の婚活支援事業の導入につい

てお伺いいたします。

結婚願望はあるけれど、出会いがない、そ

んな独身者を応援しようと、今、多くの自治

体が婚活支援事業に取り組んでおり、出会い

の場を提供するだけでなく、上手な交際の仕

方を紹介するなど手厚いサポートで、縁を結

んだ実績も多いと言われています。

少子化などを背景に、婚活支援に力を入れ

る自治体がふえている中、大きな成果を上げ

ている佐賀県伊万里市が紹介されていまし

た。同市は２０１０年４月から全国に先駆け

て婚活支援課を設置し、毎月バスツアーやラ

ンチ会といった交流イベントを開催してお

り、昨年１２月末までに約１,２００人に上

り、これまでに２００人以上から結婚できた

との報告があったそうです。

一方、婚活を進める上に人に役立ててもら

おうと福井市では、昨年８月、交際マニュア

ル「婚活のススメ」を作成されており、マ

ニュアルには、第一印象の重要性や交際力を

高めるための具体的なノウハウなどが数多く

掲載されているとのことです。

さて、内閣府は２０１３年に地方自治体が

少子化対策事業に使える交付金を創設しまし

た。以来、婚活事業に取り組む自治体が急増

しており、昨年１０月末現在で、３９都道府

県１０４市区町村に広がっています。今後も

支援に乗り出す自治体が見込まれることか

ら、２０１７年末に自治体や企業向けに結婚

の希望をかなえる環境整備に向けた取り組み

の指針をまとめています。

本市においても先進的に取り組んでいる事

例などを参考にしていただき、少子化対策の

観点からも婚活支援事業を導入すべきと考え

ます。本市の御見解をお伺いします。

次に、３点目のごみ分別アプリの導入につ

いてお伺いします。

ごみ分別アプリとは、分別方法を手軽に検

索したり、資源やごみの収集日をお知らせす

る機能がついたスマートフォン用アプリで

す。分別検索では、資源、ごみの品目名から

分別方法を検索でき、資源、ごみ分別ガイド

では、分け方、出し方や注意点を詳しく確認

できます。また、収集日カレンダーにお住ま

いの地域を設定することで収集日をカレン

ダー形式で確認でき、さらにはクイズで分別

方法やリサイクルについて楽しく学ぶことが

できたり、インフォメーション機能でイベン

トや年末年始のごみ収集など、資源、ごみに

関する情報などを確認できるアプリです。

県内では、八戸市、弘前市、青森市をはじ

め、むつ市、平川市においても導入されてお

り、十和田市では、昨年１１月１日から配信

を開始しており、市の担当者は冊子を配布し

てはいるが、ごみの分別を間違う方は多い｡

理解を促進し、リサイクル率の向上につなげ

たいと話されています。そこで導入に向けて

本市の御見解をお伺いします。

次に、教育問題の１点目、虐待から子供を

守るための学校での対応体制についてお伺い

します。

虐待によって子供が亡くなる不幸な事件が

後を絶たず、昨年は東京都目黒区で５歳の女

児が。今年は千葉県野田市で小学４年の女児

が、それぞれ虐待を受けて亡くなり、社会に
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大きな衝撃を与えました。

厚生労働省は毎年８月に全国の児童相談所

が対応した、児童虐待の件数を公表していま

す。１９９０年度の調査開始から２７年連続

で増加しており、２０１７年度は１３万４,

０００件近くに上っています。これは全国２

１０カ所の児童相談所に寄せられた通報や相

談、警察からの通告のうち、児童相談所が虐

待の疑いが強いと判断し、親への指導や施設

入所などの対応を取ったケースです。

千葉県野田市の事件を受け、行政の対応を

めぐる問題点を検証する県の児童虐待死亡事

例等検証委員会が開かれ、今後は事件を防げ

なかった原因や問題点について検討されると

のことです。行政の対応によっては最悪の結

果を防げたとの批判も多く、徹底した検証と

再発防止策が求められています。

そこで、本市の学校における対応体制をお

伺いします。

次に、２点目の持続可能な開発目標ＳＤＧ

ｓの副教材の活用についてお伺いします。

昨年の１０月から全国の中学校、約１万校

へ日本ユニセフ協会と外務省が制作した、持

続可能な開発目標ＳＤＧｓの副教材の配付が

始まり、子供たちの学習に活用されていくと

の新聞報道がありました。副教材は貧困撲滅

や気候変動への対応などＳＤＧｓで掲げる１

７項目の目標を、図表や写真を用いて解説し

ています。日本ユニセフ協会と外務省は２０

１７年に専門家会議を立ち上げ、同年５月か

ら１年間、教材の方向性や内容などを検討し

てきており、副教材は主に中学３年生の社会

科、公民的分野での活用を想定されていると

のことです。

慶應義塾大学大学院、蟹江憲史教授は、一

見複雑でわかりにくい印象があるＳＤＧｓに

関する新しい教材を活用し、若い世代が学ぶ

機会をふやすことは重要だ。大切なことは学

校で学んだ内容を子供たちが家庭で語り、大

人たちへＳＤＧｓの取り組みが伝わっていく

ことだろうと見解を述べています。そこで貧

困、環境問題などを知る契機になるものと考

え、市内中学校での活用について本市の御見

解をお伺いします。

最後に、３点目の選択制の制服の導入につ

いてお伺いします。

昨年４月に千葉県柏市で開校する市立柏の

葉中学校は性別や理由を問わず、生徒が好み

の制服を自由に選べるようにし、ＬＧＢＴな

どの性的少数者にも配慮し、スラックスやス

カートなどを生徒の意思で組み合わせること

ができるようにしました。柏市教育委員会

は、検討委員会の会合に先立ち文部科学省

が、２０１６年に教員向けに作った性的少数

者に関する資料をメンバーに配付。検討委員

会では、体の性と心の性が一致しない性同一

性障害などの生徒が制服の違和感に苦しまな

いよう配慮を求める提案のほか、スカートが

嫌いな女性はいる。冬場はスラックスが履け

たらいいなどの意見も出たことから、柏の葉

中学校は理由のいかんにかかわらず、自由に

選べる制服の導入を決められたと言います。

一方、埼玉県新座市市立第六中学校では、

本年１月から女子生徒の制服にスラックスを

導入し、従来のスカートスタイルに加え、パ

ンツスタイルも自由に選択できるようになり

ました。

同校は、昨年１０月、学区区域内の小学５

年生、６年生の保護者３５０人に、パンツス

タイル導入に関するアンケートを実施されて

おり、このうち女子児童のいる保護者２０２

人に、子供がどちらのスタイルを希望するか

調査したところ、３０人がパンツスタイルを

希望したことを受け、パンツスタイルの導入

を決定されたと言います。

本市においても性別に関係なく、自分らし

く選べる制服の導入をすべきと考え、御見解

をお伺いします。

以上で私の質問を終わります。御答弁をよ

ろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの春日洋子

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議
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員、御質問の行政問題の第１点目、心のバリ

アフリーの推進については私から。そのほか

につきましては、教育長並びに担当部長から

お答えをさせますので御了承願いたいと存じ

ます。

当市では、東京２０２０オリンピック・パ

ラリンピックの競技大会が開催されるに当た

り、大会成功への協力と開催効果を市全体で

享受できるよう、さまざまな取り組みをされ

ております。

中でも共生社会の実現に向けた、このバリ

アフリーの精神は最も重要な中の一つと位置

づけ、大きく分けて三つの事業に取り組んで

いるところであります。

まず、一つ目は、セミナーや講演会などの

開催であります。小中学校児童生徒を対象

に、思いやりの心を育んでもらいたいという

思いから、ユニバーサルマナー教室を開催す

るほか、市民向けの各種セミナーを開催する

ことで高齢者、障害者への適切なサポートや

コミュニケーションの方法などを学ぶ機会を

提供しております。

二つ目は、パラスポーツと連動した取り組

みであります。

カナダチームの事前キャンプの受け入れを

はじめ、小中学校でのパラスポーツ体験型事

業をしているほか、今年度はパラスポーツの

体験型運動会を開催したところであります。

このような取り組みによって子供たちをはじ

め市民の方々がパラスポーツにより一層関心

を持っていただいたところであります。

三つ目は普及啓発事業であります。

小学生を対象に実施しております、心のバ

リアフリー絵画コンクールをはじめ小中学校

向けにユニバーサルマナーの冊子を作成し配

付したほか、社協まつりの点字名刺の作成や

車椅子体験など市民の方々に、心のバリアフ

リーが浸透するよう普及啓発に努めていると

ころであります。

今後におきましては、現在の取り組みをよ

り充実させながら継続するとともに、来年度

は新たに就学前の園児から小学校低学年を対

象に、紙芝居を作成した上で上演し、幼少期

時代から思いやりの心を学んでいただく機会

を提供することなど、心のバリアフリーのさ

らなる推進に努めてまいりたいと考えており

ます。

私からは以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 行政問題の第２

点目、婚活支援事業の導入についてお答えい

たします。

結婚支援に関する取り組み、いわゆる婚活

支援事業につきましては、全国各地で婚活イ

ベントをはじめ新婚世帯への経済的支援など

さまざまな取り組みが行われております。

当市といたしましても少子化対策として、

結婚支援事業の必要性は十分認識していると

ころであり、庁内での検討に加え平成２８年

度には、上十三・十和田湖広域定住自立圏に

おいてもワーキングループを立ち上げ、効果

的な支援等について検討を重ねてまいりまし

た。

これらの検討において特に地元のイベント

だと参加しにくいや、いつも同じ人が参加し

ているなど出会いの場が限定されている点が

課題の一つとして挙げられました。この点な

どを踏まえ当市では、出会いの幅が広がるこ

とや地域の魅力発信にもつながることなど、

より効果的な事業展開が図られることから、

広域で取り組むこととしたところであり、平

成３０年１月に策定しました、上十三・十和

田湖広域定住自立圏第二次共生ビジョンにお

いて、結婚活動支援事業を加えたところであ

ります。

本年度は第二次共生ビジョンに基づき圏域

市町村で開催されるイベント情報の発信、参

加者を定住自立圏域内から広く募集するなど

連携し取り組んでおります。今後は新たに圏

域の結婚支援に対する機運を高めるため、結

婚を希望する独身男女や結婚を応援したい個

人、団体等を対象に、専門家による出張相談

会やセミナーなどを開催し、結婚へのきっか

けづくりや情報提供を図ることとしておりま
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す。さらには広報物を制作し、圏域市町村の

飲食店等に配付するなど各種結婚支援イベン

トの周知を図っていくこととしております。

今後におきましても圏域市町村と連携を図り

ながら、結婚支援事業に取り組んでまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 行政問題の

第３点目、ごみ分別アプリの導入についてお

答えいたします。

当市におけるごみの収集日や分別方法につ

いては地区ごとに、ごみ資源物収集日程表及

びごみ資源物収集カレンダーを各家庭や公共

施設、主要事務所に配付しており、また、市

のホームページにおいても広報して周知して

いるところであります。

スマートフォンなどの利用者が拡大する

中、ＩＣＴの活用により現在の方法に加え、

ごみ分別アプリを導入し、ごみ収集日を自動

で知らせてくれる機能や検索機能などを活用

していただくことで、ごみの減量化やごみ出

しマナーの向上につながるものと考えており

ます。また、燃やせるごみの中に多く出され

ております、雑紙や布などしっかり分別する

ことで資源ごみのリサイクル率の向上にもつ

ながるものと考えております。

今後につきましては、地域の導入や普及状

況を情報収集し、また、アプリケーションの

運用に係る経費などについても調査、研究し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 教育問題の１点

目、虐待から子供を守るための学校での対応

体制についてお答えをいたします。

今年度２月末現在の児童虐待に係る対応件

数について、市内の小中学校などから２３件

の報告を受けております。

虐待内容で一番多いのが身体的虐待で、次

に多いのが食事を与えないなどのネグレクト

となっております。

まず、学校の対応といたしましては、学校

は虐待を発見しやすい立場にあることから、

児童生徒の申し出や傷、あざなどを発見した

場合、当該児童生徒から事実確認を行い、速

やかに当教育委員会、あるいは家庭福祉課に

連絡するとともに、状況に応じて児童相談所

等に通告するなどの対応を行っております。

また、欠席した場合には電話や家庭訪問等で

安否確認を行ったり、転校や進学に当たって

は法令上の文書を次の学校への送付にとどめ

ず、必要に応じて面談、電話連絡、文書等に

よる学校間での引き継ぎを実施し、隙間のな

い指導支援を進めております。

次に、未然防止、再発防止については幅広

い連携協力が求められていることから、教育

委員会では市内全小中学校生徒指導主事、ス

クールソーシャルワーカー、警察署、児童相

談所が一堂に会する生徒指導研究推進委員会

の実施、教育相談活動の充実を図る関係者連

絡会議の開催、家庭福祉課主催の実務者会議

への参加など、各関係機関との連携を意識し

て多くの目で見守ることを大切にしてきてお

ります。

次年度からは実務者会議に、各学校に配置

しているスクールソーシャルワーカーが参加

したり、教育委員会主催の教育相談関係者に

よる連絡協議会に家庭福祉課担当者が参加す

るなど、関係機関の連携協力を一層密にして

取り組むこととしております。

虐待、貧困、いじめ、不登校、学力不振等

は複合的に連鎖する可能性もあることから、

迅速かつ丁寧な幅広い対応が必要となりま

す。

教育委員会といたしましては、今後とも教

育、福祉と関係機関との連携協力を幅広く密

にして虐待の未然防止や早期対応に取り組

み、全ての子供の命が守られ、夢と希望を

持って成長していける学校教育の推進に力強

く取り組んでまいりたいと考えております。

続いて、教育問題の第２点目、持続可能な

開発目標ＳＤＧｓの副教材の活用についてお

答えをいたします。
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この副教材は貧困や環境問題など地球規模

で起きている課題を捉え、持続可能な社会を

築くために自分たちに何ができるか、自分た

ちがどのように生きるか考える力を育てるた

めのもので、昨年１０月下旬に全国の中学校

３年生を対象に配付されたものであります。

市内の活用状況につきましては、全中学校

で生徒に配付しており、うち２校が授業で教

材として活用するとともに、残り３校は教科

書を用いてＳＤＧｓに含まれている内容を学

習してきております。

その具体例といたしましては、中学校３年

生の社会科で私にできること、ＳＤＧｓにつ

いてというテーマを設定して、これに含まれ

る１７項目から生徒が課題を選択してレポー

トを作成する学習に活用したり、持続可能な

社会を築くための取り組みについて、ＳＤＧ

ｓに関連する教科書をもとに考えを伝え合う

活動を行ったりしております。

今後の学習推進につきましては、従来から

ＳＤＧｓの１７項目、それぞれについて各教

科の内容に応じて学習してきておりますが、

新学習指導要領の中学校社会科に、持続可能

な社会を形成する上で必要なことを考える課

題の例としてＳＤＧｓが明記されました。

今後は社会科で学ぶことのみならず、理科

や技術・家庭科など他の教科で学ぶことをも

ＳＤＧｓと関連させ、総合的に考える学習が

大切となってきます。

教育委員会といたしましては、学校訪問を

通じて新学習指導要領の内容を踏まえなが

ら、ＳＤＧｓの副教材やその内容を取り上げ

た学習の例を紹介するなど児童生徒一人一人

の生き方や考え方として教育活動に生かして

いきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山本智香子君） 教育問題の第

３点目、選択制の制服の導入についてお答え

いたします。

市内各中学校に調査したところ制服につき

ましては、自校の生徒であるという自覚と誇

りを持たせ、学習に向かう姿勢や一体感を高

めることができるよう各学校で指定してお

り、全ての学校において男子がズボン、女子

がスカートとなっております。これまでこの

ことに関して、生徒や保護者から相談を受け

たり、希望や要望が出されたりしたことはな

いとのことでありますが、病気やけがなどの

事情がある場合、トレパンでの登校を認める

など生徒の実情を考慮した柔軟な対応をして

きております。今後ともさまざまな事情によ

り、スカートではなくズボンを希望する生徒

等が出た場合、生徒や保護者と十分相談した

上で柔軟かつ適切な対応を行うこととしてお

ります。

教育委員会といたしましては、従来から困

り感のある子供や保護者の声に耳を傾け、寄

り添うという基本理念を大切にし、さまざま

な施策を行っております。また、文部科学省

が平成２７年度以降、性同一性障害に係る児

童生徒に対するきめ細かな対応を求めている

ことなども踏まえ、三沢市児童生徒及び保護

者の実態を考慮しながら校長会等において多

様性の尊重や冬場の機能性といったさまざま

な視点から、制服を選択する必要性について

協議をしてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

再質問をさせていただきます。

はじめに行政問題の心のバリアフリーの推

進についての再質問でございます。

さまざまな取り組み、三つの事業を柱とし

て取り組んできた旨を市長より御答弁をいた

だきました。セミナーの開催、講演会、それ

からスポーツの体験型、子供たちへの啓発事

業としての絵画展等々、さまざまに私もその

折りに見聞きさせていただきましたけれど

も、より広くこれまでの取り組みは認識をい

たしたところで、その上ででありますけれど

も、私が思っているのは、バリア、障壁とい

うのは、さまざま市としても公共施設等々
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に、サインや思いやりのマークを駐車場です

とか掲示していただいております。このマー

クが何であるかということをより多くの方々

にさらに認識をしていただく、このことがま

ず理解を広くしていくということが大事かな

というふうに思っておりました。知らないこ

とから偏見が生まれるということ、そういう

観点から考えますと、これからはより多くの

市民の皆様が学ぶ、知る機会をつくっていく

ことがよろしいのではないかというふうに

思っております。

これまではさまざまな場を設定して、希望

する方、都合が合う方がそこに参加をし、意

識を高めていただいたのかなというふうに思

うにつけて、さらに今後は地域での開催はい

かがかな、そういう場所に行きたくても行け

ない、もっと知りたいなと思う方がいらっ

しゃるのではないかというふうに想定をした

場合に、地域での町内単位であっても、また

連合でもあっても、その単位はそこの実情に

合わせてしていただければいいかなというふ

うに思うのですけれども、この地域での出前

講座という形での開催、このようなことを呼

びかけるお考えはないでしょうか。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 心のバリアフ

リーの推進についての再質問についてお答え

いたします。

当市では、市民向けの心のバリアフリーに

関するセミナーや講演会については、総合社

会福祉センターや各小学校などで今まで開催

しておりました。

各地域に出向いての出前講座の開催につい

てということでありますが、市民の方々に広

く心のバリアフリーですとか、先ほど言いま

したサインとか浸透し、共生社会が実現する

ことが市の目標でありますことから、担当職

員が各地域にお伺いし、心のバリアフリーで

すとか、サインとかなど御希望のテーマに

沿って開催したいと考えておりますので、お

気軽に担当部署の方にお問い合わせくださる

ようにお願い申し上げます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。

ぜひまた広報やテレビ等で、そのような情

報を呼びかけていただきたいというふうに

思っております。

次に、再質問は、この２点目の婚活支援事

業の導入についてであります。

さまざま圏域、また、広域でということは

そのとおりだろう。そこに効果はいかがか

な。それはもちろん、今、始めたからといっ

て１年、２年で効果が出るものではないとい

うふうに思っております。もう何年も、もう

それこそ１０年、結果は後からついてくると

いうふうに思っておりまして、この事業、さ

まざまにこの婚活支援事業を導入するかどう

かの検討においては賛否両論があるだろう

と。これまでそのようなことが取り沙汰され

てきたのかなというふうに思っておりますけ

れども、先ほど御紹介を申し上げた事例の中

でも、行政を挙げて取り組むことによって着

実に効果を上げている自治体がある。このこ

とは現実ですね。

ですので、やはり広域はもちろんそれはそ

れとしても、三沢市がどう手を出していく

か。もちろん自由ではありますけれども、た

だ、さまざまなこの子育て支援策を打ち出し

てはまいりましたけれども、一人の子供が誕

生しないことには、この少子化対策というの

はそのまま横ばいにいくのかなというふうに

思ったときに、もう一歩踏み込んだ市がやっ

ぱり担当していくというところが大事かとい

うふうに思っておりました。そこで国も後押

しをしている交付金と予算の面でも後押しを

している。さらには２０１７年にまとめられ

た、この結婚の希望をかなえる環境整備に向

けた取り組みの指針、まだ私は手元で拝見は

しておりませんけれども、市としては、この

担当課としては、このようなこの指針もごら

んになられたことがこれまでございました

か。
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○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 婚活支援事業の

再質問についてお答えいたします。

国の示されている指針ということが、担当

課で市の方で確認しているかというお尋ねで

ありますけれども、残念ながらそちらについ

ては確認しておりません。申しわけありませ

ん。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） ごらんになってい

ないということですね。それは残念ですね。

ぜひさまざまな事例、成功事例、やっぱり言

葉で少子化対策と叫んでも新たな一手を打た

ないことには、このままではないのですかと

いうふうには思っております。ですから、ぜ

ひまずは、私も含めてですけれども、この指

針をまずは手元に用意をして、そしてまた前

向きな協議をしていただきたい、いくべきだ

というふうに思っております。

再質問はございません。

次は、再質問は行政問題の３点目、ごみ分

別アプリの導入についてであります。さまざ

まなこれは一つの市民サービスでもあり、効

果がさまざまに広がっていくものだろうとい

うふうに受けとめておりました。特に前段で

の町内会の加入率のこともございましたし、

また、そこに加えて本市には外国人の居住、

また、外国人の研修生も多数いらっしゃいま

すね。この方たちもより日本のこの生活スタ

イル、日本語等々も本当によく学んで理解を

し、この生活に溶け込んでいるなということ

も感じております。

我が町内にも空き家を活用した研修生、寮

として住んでいらっしゃる方もいらっしゃい

ます。ぜひ、私が申し上げるまでもないこと

でありますけれども、このごみ分別アプリの

中には多言語表示、日本語のみならず、この

外国語の表示のアプリがあるわけですね。ぜ

ひ思いやりのある取り組みを実施していただ

きたいと強く思っております。

そこで調査研究をしていくという中で、こ

の導入に向けてですけれども、このごみ分別

アプリを導入すると仮定した場合に、市とし

ての予算はどの程度のものになるでしょう

か。担当課としては、ここのところはどのよ

うに認識していらっしゃるかお聞きいたしま

す。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） ごみ分別ア

プリの導入についての再質問にお答えいたし

ます。

導入した際の経費ということでの御質問だ

と思います。通常の日本語だけのアプリでご

ざいますが、初期導入費が約２０万円、あと

月額の利用料が約２万円となっております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） この予算の額がど

ういうふうに、これは非常に効果が高いとい

うふうに思っているところでありますので、

今後ぜひ導入に向けて検討すべきことをまた

重ねて申し上げさせていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

教育問題の１点目、再質問させていただき

ます。

先ほど教育長から、この虐待から子供を守

るための学校での対応体制について、しっか

りとした体制で取り組まれているということ

も承知をさせていただきました。今、さまざ

ま新聞、テレビ等でクローズアップされてい

るのは保護者の問題も大いにあると思ってお

りました。私たちの時代は育った環境のとき

はたたかれるとか、体罰のことが先生から

も、親からも、それは普通だ、普通というか

さほど問題にされていなかった時代、古いも

のですから、そういう昭和の時代はあったか

と思っているのですね。普通であるというこ

とですよね。ですけれども、今、この事件が

後を絶たない。親のほうでこの認識が違って

いるということも私なりに感じることがあり

まして、それはテレビからでありました。顔

は隠してありましたけれども、実際に、この

保護者がその番組に出まして、自分自身がし

つけだと思ってきた、体罰、また虐待にもつ
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ながりかねないということを認識していな

かった、それをあるきっかけにして奥様か

ら、それはお父さんの間違いだということ

で、ある機関に御自身が勇気を持って相談に

行ったときにはじめて気づいたという、そう

いう番組がちょうど見る機会がございまし

た。そこで、このしつけと称した体罰を禁止

するという、この動きが国としても、今、高

まっているわけですね。ぜひこの保護者自身

も気づかずに行っていると、このことを気づ

く場面を多くまた設定をしていかなければな

らないのではないかなというふうに思いまし

た。

そこで学校でのこの保護者が集う場等々、

そういう機会を捉えて保護者向けの学びの

場、気づきの場が今後、検討していかれたら

どうかなというふうに思っておりました。

この点についての御所見をお伺いさせてい

ただきます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） ただいまの春日議

員の質問についてお答えをいたします。

しつけと体罰の違いとを保護者で学ぶ場の

設定が必要ではないかという御意見だと思い

ます。現在、学校では参観日等で学校生活の

諸課題を中心に話題提供、話し合いをしてい

るところであります。

その中心といたしましては、基本的な学習

習慣、生活習慣について、現在はさらに携帯

電話やインターネットなど使用に関わる、い

わゆる情報モラルのこと。それから、いじめ

問題と友人関係のあり方等を中心に話題提

供、協議等がなされているところでございま

す。

虐待についてはあまり話題となってきてい

ないという現状がございます。今後は校長会

や市連合ＰＴＡ、あるいは関係機関と相談を

しながら国の動向も踏まえまして、まずは児

童虐待予防についての知識や情報について、

先生方と親御さんがともに学ぶ場を設定して

いきたいと、こう考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。ぜひよろしくお願いいたします。

次は、再質問でございますけれども、２点

目の持続可能な開発目標ＳＤＧｓの副教材の

活用について再質問させていただきます。

こちらも私も今般、さまざますばらしい内

容、これはもう中学生のみならず私自身を含

めて、私もこれは本当に深めていきたいなと

いうふうに思うすばらしい教材でありまし

た。特に１ページ１ページ、もちろん充実し

ているわけですけれども、教育長の御答弁の

中にも子供たちが意識を持つ、ただ学んで終

わりではなくて、では、この自分たちがつく

る持続可能な世界、私たちがつくる持続可能

な世界というタイトルではありますけれど

も、これはもう全ての年代、私たち大人も一

人一人が、この意識を持って取り組んでいく

日々の生活を送っていくものであるというふ

うに私なりに受けとめさせていただきまし

た。

特にこの５ページの１７項目の中の一つ一

つのところ、自分が優先的に取り組んでいき

たいと思う項目、順位をつけてみよう、その

理由も書いてみようということですね。さら

には、これからよりよい目標、大きくまたこ

ういうふうに行動宣言、では、自分は何から

取り組んでいこう。これはもうすばらしいな

というふうに思いました。

先ほどさまざまに虐待の質問に対してもそ

うですけれども、私たちいろいろな単位で、

行政も含めながら連携をしながら、この持続

可能なこのＳＤＧｓに取り組むべきだという

ふうに思っておりましたので、あわせて何か

また学校、子供たちを取り組む大人もいるも

のですから、そちらに向けても一歩また拡大

した取り組みのことをいかがかなというふう

に思っているのですけれども、その点につい

てはいかがでしょうか。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） ＳＤＧｓについて

の再質問についてお答えをいたします。
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春日議員おっしゃるように、このリーフ

レット、副教材は非常に巧みに構成されてい

ると私も自分でやってみて感じております。

このＳＤＧｓのいわゆる学習的な構成とい

たしましては、これは私の考えになるかもし

れませんけれども、中学校３年生の社会科の

公民の最後の単元に、持続する社会をつくる

という教科書で、そういう形で社会科の公民

の３年生の最後のところに出ています。

先ほど春日議員おっしゃったように、自分

はこの１７項目の中で何を大切にするのか三

つ選ぶ。ほかの人は違う三つを選ぶ。では、

あなたはなぜそれを選んだのというところで

話し合いをしているというふうに、こういう

ふうに非常に巧につくられております。

この中身の構成については、実はその小学

校のときからの、例えば、お友達と仲よく大

切にするであるとか、小学校５年生で地球温

暖化の気候の勉強であるとか、そういういろ

いろなものが少しずつ積み重ねられて、系統

立てられて学習してきて最後の社会科の最後

の単元で、それを集大成として大きな枠組み

を、自分たちがやってきたのはこういうよう

に持続する社会をつくっていかなければだめ

なんだ、自分たちがそのつくっていく一人一

人になっていかなければだめだという意味で

は、非常に大切なものであると、こう考えて

おります。

そういう意味で、先ほど答弁の最後のとこ

ろで申し上げたように、学校訪問等で、この

枠組みのよさを先生方に少しお話をさせてい

ただく場をつくっていきたいと、こう考えて

おります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

これはもう一過性ではなく、これから文字

どおり持続ですので、子供から大人までとい

う思い、私もそのことをまた実感をし、強い

思いでおりますので、ともに取り組んでいき

たいというふうに思っております。よろしく

お願いします。

最後に、再質問は、この教育問題、３点目

の選択制の制服の導入についてであります。

教育部長からこれまでの子供たちへの現状に

合わせた取り組みも充実していらっしゃると

いうことも承知の上なのですけれども、前

回、重いランドセルのことも取り上げさせて

いただきました。

これ私の所見なのですけれども、ランドセ

ルは重いものであるとか、やはり女子は制服

に関しては、スカートであるとか、なかなか

その声というのは自分自身も遠い遠い昔の子

供時代を思うと、与えられた環境の中でそう

なのだということで疑問も持たずというふう

に過ごしたかもしれません。ほとんどそう

だったかなというふうに思います。

もちろんスカートで不都合があるけがをさ

れたとか、体の云々でスカートではなくトレ

パン、そういうのももちろん十分な配慮をさ

れて子供を守ってきたというふうには思って

おりますけれども、さまざまな先ほどの中で

私が、自分自身が感じたことは、この埼玉県

新座市の取り組みです。アンケート調査をし

た、そしてその比率に関しては、私は云々で

はないのですけれども、この記事によります

と、２０２名中３０名の保護者、お子さんが

希望した、この中でやはり私も常々思ってい

ることは、一人が大事、例えば１００人いた

から、２００人いたからいいとかではなく、

その思いを持っている方がいれば、このス

カート、パンツスタイルに限らずですけれど

も、常にそういう思いを持っています。一人

の人の声に耳を傾ける思いを、どう形にして

あげられるかということから始まるのではな

いかというふうに思ったときに、ぜひ今後、

お手数ではありますけれども、市内の中学校

においてこの希望調査をされたらいかがかな

と、これらを参考にしながら、今後、三沢市

でもより前向きに導入に至っての検討をすべ

きというふうに思っていますけれども、これ

について再質問させていただきます。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。
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○教育部長（山本智香子君） ただいまの選

択制の制服の導入についての再質問にお答え

いたします。

これまで各学校では指定の制服あるいは頭

髪等校則を決める際には、生徒、保護者、学

校側３者で共通理解を持って決めてきている

というふうな経緯もあるというふうに聞いて

おります。そしてまた、各学校では毎年、生

徒を対象とした学校生活アンケート、あるい

は保護者を対象とした学校評価アンケートを

毎年、各学校では行っているということであ

ります。そのことから、特に今回のこの制服

選択制についてのみのアンケートというふう

には考えてはおりませんが、そういう各学校

で行っているアンケートの中の自由記述欄と

いう欄が必ずありますので、その欄等にそう

いう自由な記載ができるような形でアンケー

ト調査を行えるようなことについて、校長会

等と協議をしてまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、春日洋子議

員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩いたします。

午前１１時５４分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（舩見亮悦君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（太田博之君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

○５番（遠藤泰子君） 平成最後の一般質問

をいたします。

５番拓心会遠藤泰子でございます。

通告に基づき健康増進法改正に伴う受動喫

煙対策について質問させていただきます。

当市のたばこと健康についての認識と分煙

と禁煙に係る今後の取り組みについてお伺い

いたしますので、よろしくお願いいたしま

す。

御承知のとおり、昨年７月、健康増進法の

一部を改正する法律が公布されました。改正

の内容といたしまして、望まない受動喫煙の

防止を図るため多数者が利用する施設等の区

分に応じた措置などについて定めておりま

す。その基本的考え方といたしましては、一

つ目に、受動喫煙が他人に与える健康影響と

喫煙者が一定程度いる現状を踏まえた上で望

まない受動喫煙をなくす。二つ目に、子供や

患者等は受動喫煙による健康影響が大きいこ

とを考慮し、受動喫煙対策を徹底する。三つ

目に、施設の種類、場所ごとに利用者の違い

や健康影響の程度に応じて禁煙措置、喫煙場

所の特定などの対策を実施するとしておりま

す。また、施行期間は、国、地方公共団体の

責務等については、本年１月２４日から一部

施行されており、７月１日からは学校、病

院、児童福祉施設、行政機関等の第一種施設

においては、必要な措置がとられた特定屋外

喫煙場所以外、敷地内禁煙となります。さら

に第一種施設以外の多数の人が利用する施設

においての対策など、全面施行は来年２０２

０年４月１日となっており、段階的に施行さ

れていきます。

今回の健康増進法改正の背景といたしまし

ては、受動喫煙によってリスクが高まる病気

として肺がん、虚血性心疾患、脳卒中、小児

ぜんそく、乳幼児突然死症候群が挙げられて

おり、日本人の受動喫煙による年間死亡者数

は約１万５,０００人と推定されているこ

と。また、ＷＨＯ世界保健機関からは、日本

の受動喫煙の規制が国際基準、４段階評価で

最低ランクであり、イギリスやカナダなど最

高ランクに分類されている国と比較して取り

組みがおくれていることから、受動喫煙対策

の推進が求められていること。さらにＩＯＣ

国際オリンピック委員会は、たばこのないオ

リンピックを開催国に求めており、２０２０

年の東京オリンピック・パラリンピック開催

前に、全面施行する必要があったことなどが

要因となっているとのことです。
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一方、喫煙そのものは２０歳以上は可能で

あり、これまでの日本人の喫煙習慣などの状

況を踏まえると、急激かつ過度な規制は自由

主義経済を阻害するとも言われております。

たばこ分煙の先進地と言われる神奈川県で

は、急速に分煙を進めた弊害として、３年間

で２００億円以上の経済損失が出ると予測さ

れているとのことでありました。三沢市の予

算を見ても平成３１年度の市たばこ税は約３

億２,０００万円を見込んでおり、貴重な財

源となっていることも考慮すれば、たばこは

百害あって一利なしではなく、百害あって一

利ありなのかもしれません。

いずれにいたしましても、施行期日が今年

の７月１日の一部施行、来年の４月１日の全

面施行が迫っている中、改正健康増進法に遵

守した市としての対策が急務であり、市民の

意見を得ながら進めていく必要があると思い

ます。

１点目の質問となりますが、厚生労働省の

喫煙の健康影響に関する検討会報告書、いわ

ゆるたばこ白書において喫煙と病気の因果関

係を、レベル１からレベル４までの４段階で

科学的に判定した報告をしておりますが、受

動喫煙の病気リスクと喫煙者の病気リスクに

ついて、市ではどう認識しているのかはじめ

にお伺いいたします。

２点目は、市役所庁舎など施設の性質に応

じた受動喫煙防止対策についての質問となり

ます。前段で申し上げましたとおり、学校、

病院、児童福祉施設、行政機関の庁舎などの

第一種施設は本年７月１日から特定屋外喫煙

場所以外は、敷地内禁煙となります。市内小

中学校や市立三沢病院においては既に敷地内

全面禁煙を実施しているものと理解しており

ますが、市役所庁舎や上下水道庁舎、総合社

会福祉センターなどは敷地内禁煙ではなく、

屋外に喫煙場所を設けているものと認識して

おります。それぞれの敷地も、それぞれの施

設の性格や利用者の現状を踏まえた対策が必

要であると考えており、特に総合社会福祉セ

ンターは児童館が併設されていることから、

屋外喫煙場所を設置するにしても十分な配慮

が必要であると思っております。

今後、施設の性格ごとにどのように取り組

むのかお伺いします。

３点目の質問は、指定管理されている施設

の受動喫煙対策についての質問です。

行政機関以外の公共施設、いわゆる集会所

などのコミュニティー施設やアイスアリー

ナ、武道館などのスポーツ施設などは第二種

施設に分類されると考えておりますが、これ

らの施設の多くは指定管理者が施設の管理を

行っております。

これらの施設においても施設ごとの性格が

あり、子供が利用する施設も数多くありま

す。第一種施設と同様の考え方のもとで対策

を講じていくべきだと考えております。指定

管理施設の受動喫煙防止対策を、どのような

方針のもとで決定していくのかさまざまな手

法があると思いますが、今後の進め方につい

てお伺いいたします。

４点目の質問は、受動喫煙防止を推進する

ための今後の取り組みについての質問となり

ます。

受動喫煙をなくすためには、公共施設の取

り組み以外にも民間施設における対策も必要

となります。市民や事業者、関係団体等の理

解を得ながら改正健康増進法の周知にあわせ

て市全体で、受動喫煙防止の意味を共有して

いくべきではないかと考えております。その

ためには、市の方針を示した受動喫煙防止を

推進するガイドライン的なものが必要になる

のではないかと考えておりますが、今後の取

り組みについてお伺いいたします。

以上で質問を終わります。御答弁よろしく

お願いいたします。

○副議長（太田博之君） ただいまの遠藤泰

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの遠藤議

員、御質問の健康問題の健康増進法改正に伴

う受動喫煙対策についての第１点目、受動喫
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煙に関する病気、リスクの認識については私

から。そのほかについては、市民生活部長か

らお答えをさせますので御了承願いたいと存

じます。

昨年７月、健康増進法の一部を改正する法

律が公布され、受動喫煙の防止を図るため、

多数の者が利用する施設などの区分に応じ、

当該施設の一定の場所に置き、喫煙を規制す

るとともに当該施設の管理について権限を有

する者が講ずべき措置法が定められ、学校、

病院、児童福祉施設、行政機関の調査につい

ては、本年７月１日から施行されるものであ

ります。

喫煙は喫煙者のみならず、受動喫煙者に対

しても肺がんや虚血性心疾患、脳卒中などに

よる死亡の危険性が高くなるなどの健康被害

をもたらすことがされておりまして、平成２

８年厚生労働省の喫煙で健康、喫煙の影響に

関する検討会報告書の中で、受動喫煙による

リスクが、肺がんでは１.３倍、虚血性心疾

患では１.２倍、脳卒中では１.３倍、乳幼児

突然死症候群では４.７倍など、また、受動

喫煙を受けなければ、少なくとも年間１万

５,０００人が肺がんなどで死亡せずに済ん

だと推定されております。

当市におきましても喫煙者及び受動喫煙、

病気のリスクについては、喫煙者の病気のリ

スクについては十分認識をいたしておりま

す。平成２７年３月に策定いたしました第２

次健康みさわ２１計画の中で、がん予防、糖

尿病、心の健康とともに喫煙対策を健康づく

りの九つの目標の一つに位置づけておりま

す。

妊娠期では、妊娠届け出時には両親学級、

また、乳幼児健診時に禁煙指導を実施してお

ります。学齢期では、学校薬剤師と連携をい

たしまして、市内小中学校での喫煙予防教室

を実施しております。また、青年期及び高齢

期では、特定健診に禁煙リーフレットを配付

しているほか、地区の健康教室の際には、禁

煙の必要性、受動喫煙の害について周知する

などの啓発活動を行っているところでありま

す。

私からは以上であります。

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 御質問の第

２点目の施設の性質に応じた受動喫煙対策の

取り組みと第３点目の集会所等の指定管理と

なっている施設の受動喫煙対策について関連

がありますので、一括してお答えいたしま

す。

当市の小中学校では平成１５年の２学期か

ら敷地内での全面禁煙を実施しているほか、

平成１５年度から始まった県の登録制度であ

ります、受動喫煙防止対策実施施設、通称空

気クリーン施設と申しておりますが、その登

録は平成３１年２月末時点において市役所庁

舎、児童福祉施設、病院、薬局、民間企業な

どあわせて１０１施設が登録されており、受

動喫煙防止対策への関心が徐々に高まってい

ると考えております。

市庁舎等の施設につきましては、既に敷地

内禁煙または屋内禁煙を実施しているところ

ではありますが、特に子供や患者さんなどが

利用者となる施設は、受動喫煙による健康へ

の影響が大きいことを考慮し、喫煙場所を設

けない敷地内禁煙を推進してまいります。ま

た、指定管理となっている集会所、スポーツ

施設及び教育施設などにつきましても、法律

の趣旨を踏まえ、管理者と協議しながらパン

フレットなど作成し、配付を通じて周知啓発

を行うなど、受動喫煙防止対策の推進に努め

てまいりたいと考えております。

次に、御質問の第４点目、ガイドラインを

策定する考えはないかということについてお

答えいたします。

健康増進法の一部改正では、国、都道府

県、市町村、多数の者が利用する施設等の管

理権限者その他の関係者は、望まない受動喫

煙が生じないよう、受動喫煙を防止するため

の措置の総合的かつ効果的な推進を図るた

め、相互に連携を図ることとされておりま

す。県におきましては、受動喫煙防止対策を

強化するため、他県の事例を参考に条例制定
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を検討していく方針を明らかにしており、当

市といたしましても県の動向を注視しなが

ら、引き続き受動喫煙防止対策の推進を図っ

てまいりたいと考えておりますので、現時点

ではガイドラインの策定については考えてお

りません。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

１点目につきましては、市としても十分認

識されて周知啓発をしているということは理

解しました。

２点目の施設の性質に応じた受動喫煙防止

の対応についての再質問になります。

２と３と総括で答弁していただきましたけ

れども、先ほど壇上においてもＷＨＯの基準

でイギリスやカナダなどが最上位ランクと申

し上げました。カナダのウィルチェアーラグ

ビーチームが利用される国際交流スポーツセ

ンターや国際交流教育センターにおいては、

具体的にどのような対策をとるのでしょう

か。また、児童館が併設されている総合社会

福祉センターも、全面ということではお話が

ありましたけれども、具体的に現在の状況を

お伺いいたします。

○副議長（太田博之君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 現在の喫煙場所

の状況でございますが、総合社会福祉セン

ターは岡三沢小学校の方に面した場所に１カ

所設けてございます。

国際交流教育センターにつきましては、も

との日本庭園、お茶室のある部分に１カ所ご

ざいます。

スポーツセンターはございません。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいます。

総合福祉センターのところに関しては、子

供たちのやっぱり通る側のところかとは思い

ますが、外のほうで現在はやっていますが、

今後、そういうところが禁煙というか、そう

いう形になるということで考えていらっしゃ

るようなのですけれども、それの周知につい

てはどのように考えていますか。再々質問さ

せていただきます。

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 受動喫煙防

止対策の周知ということで一般的な周知の方

法ということで答弁させていただきます。

先ほども申し述べましたように、国、県、

市町村全体で連携して推進するということに

なっております。

今後、国、県からはさまざまなパンフレッ

トとか、そういうリーフレットの類のものが

出てくるというふうに聞いております。

ですので、そういうＱ＆Ａも含めまして市

内全域に今回の法律改正の趣旨を、多くの

方々と、それから多くの機関を通して周知し

てまいりたい、このように考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 先ほどの答弁の中で

３点目のところになるのですけれども、指定

管理されている施設についてお伺いします。

特に施設はたくさんあるのですけれども、

その中の集会所についてお伺いします。

集会所の受動喫煙対策は指定管理者、今は

町内会さんとかが管理しているかと思うので

すけれども、それはそちらのほうに任せるの

か、適切かどうかというのを市がチェックす

るのか、例えば説明会を行うのか。どのよう

に進めていくかお伺いしたいと思います。

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 集会所等の

指定管理施設の対応についてはどうするのか

という再質問でございました。

先ほども答弁申し上げましたように、指定

管理者と協議しながら今回の法律改正の趣旨

を踏まえまして、その協議しながらパンフ

レット等の作成、配付を通じて、それぞれの

施設、使用者、利用者等の出入り、それから

場所の問題、例えば通学路に面している集会
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所とか、そういう立地の条件といろいろさま

ざままた違うと思いますので、それぞれの施

設の担当課を通じまして、そういう協議の場

を設ける、またはそういう講習会をやると

か、そういうふうなものも考えながら推進に

努めてまいりたいと考えています。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） ありがとうございま

す。いろいろときちんと協議してやっていた

だけるということなので。

４点目の質問になるのですけれども、先ほ

どガイドラインは市のほうで特につくらず、

県の方針を見ながらということでしたので、

４点目もいろいろな情報を持ちながら進めて

いただければなと思います。

市民生活部長、最後の質問、御答弁ありが

とうございました。

ぜひとも市民が納得した形の受動喫煙防止

対策となることを期待しまして、質問を終わ

ります。ありがとうございました。

○副議長（太田博之君） 以上で、遠藤泰子

議員の質問を終わります。

これをもって一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第 ２号から

日程第４０ 議案第４０号まで

○副議長（太田博之君） 次に、日程第２

議案第２号平成３１年度三沢市一般会計予算

から日程第４０ 議案第４０号平成３０年度

三沢市下水道事業特別会計補正予算（第３

号）までを一括議題といたします。

─────────────────

◎日程第４１ 総括質疑

○副議長（太田博之君） 日程第４１ ただ

いま一括議題といたしました全議案に対し、

総括質疑を行います。

なお、通告がありますので発言を許しま

す。

山本彌一議員。

○１６番（山本彌一君） ただいま議長のお

許しをいただきましたので、議案第２号平成

３１年度三沢市一般会計予算について総括質

疑をいたします。

質疑の趣旨は、当初予算の歳入の中で国有

提供施設等所在市町村助成交付金が２１億４

０万４,０００円で、前年度予算額に対し１,

２５５万７,０００円で０.６％減と相なって

いることを問うものであります。

地方自治体は、それぞれの地域社会を基盤

として、その自然的並びに経済的、そして社

会的などのもとで、地方自治の本旨に沿った

行政運営を行い、国の官権や統制は極力避け

るべきものであります。また、地方財政運営

は予算の適正な編成とその執行を確保するこ

とによって収支的均衡が達成されるものであ

ります。

したがって、合理的な基準による経費の算

定と、正確な財源の確保と、目的達成のため

の必要最小減の経費の支出及び収入の充実か

つ厳正な確保を図ることが重要であります。

特に急速に進む少子高齢化社会及び経済の

変化に対応した財政運営の重要性が指摘され

ている中で、収入の確保はきわめて重要であ

り、このため地方公共団体の財源の大宗をな

す地方税をはじめ、収入の種別に応じた確保

に努力する必要があります。なぜならば、地

方公共団体がどれだけの住民ニーズに対応

し、充実した行政サービスを推進するかは、

収入をいかに適正に見込み確保できるかにか

かっているからであります。

したがいまして、歳入に占める自主財源の

割合が大きいほど財源の自主性と安定性が確

保できます。

本市の今議会に提案されている当初予算額

は２２１億２,３００万円で、前年度当初予

算と比較して３億５,０００万円、１.６％減

となっています。歳入の中で市税収入を前年

度比３.７％増を見込んでいる一方で、国有

提供施設等市町村助成交付金、いわゆる基地

交付金の一般財源が１,２５５万７,０００

円、０.６％減となっております。この収入

源は、基地のまち三沢で生活する誰しもが充

実かつ豊かさを感じるためには、逆の流れで
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あります。

問題は、この国有提供施設等所在市町村助

成金が、なぜ減額されたのか。その理由は一

体何か。

三沢米軍基地内には各種航空機や各種施設

をはじめ数多くの機器等の資産があり、ま

た、その存在も不透明であります。当市で

は、当該交付金の基礎的な算出調査をどのよ

うな方法で実施してきているのか。はたまた

本市の収入見積もりと現在の助成交付額が見

合っているのか。この基地交付金は、本市に

とって大きな財源であり、収入の充実と安定

的な確保に向け、今後の取り組みをどのよう

に考えているのか、答弁を求めるものであり

ます。

以上で、議案第２号平成３１年度三沢市一

般会計予算についての総括質疑を終わりま

す。

○副議長（太田博之君） ただいまの総括質

疑に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の、国有提供施設等所在市町村助成交

付金についてお答えをいたします。

当市の平成３１年度一般会計当初予算につ

きましては、第二次三沢市総合振興計画の１

０の施策に基づき、さらなる発展に向け、ま

た、まちづくりを成長させる予算編成を行

い、２２１億２,３００万円としたところで

あります。うち国有提供施設等所在市町村助

成交付金につきましては、前年度の交付実績

により前年度比０.６％の減で、２１億４０

万４,０００円としております。

国有提供施設等所在市町村助成交付金、い

わゆる基地交付金には、米軍や自衛隊の施設

が市町村の区域内において広大な面積を占

め、かつ、これらの施設が所在することに

よって市町村財政に著しい影響を及ぼしてい

ることを考慮し、国有提供資産の価格等を基

礎とし、また、施設等所在市町村調整交付金

は米軍関係者の市町村民税非課税措置分や米

軍資産価値を基礎として、いずれも国の交付

金総額を、その対象資産額による案分におい

て総務大臣が配分する交付金となっておるわ

けであります。

御質問の平成３１年度当初予算において基

地交付金が前年度と比較して、なぜ減額と

なっているのかにつきましては、基地交付金

の算定基礎となる資産額が約４０億円減少し

たことが主なる要因と思われます。

次に、交付金の基礎となる資産については

調査を実施しているのかについては、国有提

供施設等所在市町村助成交付金に関する法律

施行令第６条の規定により、都道府県知事が

所管事務を担当し、資産価格を毎年調査して

総務大臣に報告することになっております

が、市では資産についての調査は行っており

ません。

次に、交付額が適正なのかとのことです

が、この交付金は固定資産税の代替的性格を

有するものであるという関連からすれば、国

の示す資産価格に固定資産税の税率１.４％

を掛けた金額より低い価格で設定されている

ことなどから、適正な交付金ではないと認識

しているところであります。

今後におきましては、平成３１年度の国の

予算がまだ通っておりませんが、１０億円増

の３６５億円となっていることから、交付金

の増額に向けての要望活動を積極的に行って

いくとともに、全国基地協議会等を含めまし

て、対象資産範囲の拡大あるいは算定方式の

見直しなどの要望も、引き続き実施してまい

りたい、このように思います。

○副議長（太田博之君） 山本議員。

○１６番（山本彌一君） 今、市長から答弁

いただきましたけれども、市の考えの資産と

食い違いがあるとのことなのだけれども、そ

こで、基地協議云々の市長会ですか、そうい

うのを通して国のほうへ訴えるということで

ありますが、そこで、この国有提供施設等所

在市町村助成交付金増額への新たなる取り組

みについて、再度伺わせていただきます。

いわゆる基地交付金は、基地を抱える本市

にとって大きな収入であります。それゆえ
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に、正確に補足し、かつ、社会経済の実態に

合わせて算定を行い、適切及び厳正に対応す

べきものであります。

本市が、もしもこの手だてや行動を打ち出

さなければ、住民は基地から発生する騒音の

被害とあわせて、税収入面においても負担を

強いられるおそれがあります。住民は、この

本市の取り組みに大きな期待を寄せておりま

す。

本市は、各市町村の中で全国一の面積の米

軍基地を抱える市であります。この課題解決

に向け、抜本的な制度見直しを含め、国との

合意形成が不可欠であります。

収入増額に向け行動することが、住民の信

頼と理解を得られ、本市の目指す基地との共

存共栄を実感できるまちになると思います。

そこで、基地交付金増額交渉に向け、抜本

的制度改革の具体的な新たなる取り組みをど

のように国に働きかける考えがあるのか、再

度、具体的に答弁を求めるものであります。

○副議長（太田博之君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

まず、先ほど申し上げましたが、パイが１

０億円ふえたというようなことですから、こ

れはふえる可能性がありますので、運動を強

化したいと思います。

また、制度改革については、これはやはり

そういう持っている協議会、そういう大きな

場で検討してまいりたいと思います。

○副議長（太田博之君） 以上で、総括質疑

を終結します。

─────────────────

◎日程第４２ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○副議長（太田博之君） 日程第４２ 特別

委員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、１５名をもって構成

する予算審査特別委員会、８名をもって構成

する補正予算審査特別委員会、７名をもって

構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ設

置し、慎重に行いたいと思いますが、これに

御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（太田博之君） 御異議なしと認め

ます。

よって、予算審査特別委員会、定数１５

名、補正予算審査特別委員会、定数８名、条

例等審査特別委員会、定数７名をそれぞれ設

置することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第２号から

議案第１０号までの計９件を、補正予算審査

特別委員会には、議案第１１号から議案第１

５号まで及び議案第４０号の計６件を、条例

等審査特別委員会には、議案第１６号から議

案第３９号までの計２４件を、それぞれ付託

します。

─────────────────

◎日程第４３ 特別委員会委員の選

任

○副議長（太田博之君） 日程第４３ 特別

委員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、次の休憩

中に委員長、副委員長をそれぞれ互選し、議

長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、予算審査特別委員

会を大会議室において行い、引き続き、補正

予算審査特別委員会を大会議室、条例等審査

特別委員会を第２会議室において、それぞれ

願います。

この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。

午後 １時４０分 休憩

────────────────

午後 １時５３分 再開
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○副議長（太田博之君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

先ほど設置されました３特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長、馬場騎一委

員、副委員長、西村盛男委員。補正予算審査

特別委員会委員長、瀬崎雅弘委員、副委員

長、田嶋孝安委員。条例等審査特別委員会委

員長、山本彌一委員、副委員長、澤口正義委

員とそれぞれ決しました。

─────────────────

○副議長（太田博之君） 以上で、本日の日

程は終了しました。

なお、明日から１３日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１４日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

午後 １時５４分 散会


